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#14-18 

【５月２４日～５月３０日】 

〔ウクライナの報道をもとに作成〕 

平成２６年６月４日 

在ウクライナ日本国大使館 

 

１．２０１４年大統領選挙 

▼準備・実施状況 

・２４日、ドネツク、ルハンスク両州の複数選挙区にて、分離

主義グループが選挙区選挙管理委員会の占拠、書類の破

棄、輸送の妨害などを実行。 

・２５日、オヘンドウスキー中央選管委員長は，ドネツク、ルハ

ンスク両州で投票が可能な選挙区は、ドネツク州で２２選挙区

のうち７選挙区、ルハンスク州で１２選挙区のうち２選挙区の

みであり、分離派による占拠や妨害のため上記以外の選挙

区選挙管理委員会への投票用紙が運搬できない旨発言。 

▼開票結果 

・２９日午後３時（当地時間）の中央選挙管理委員会発表によ

る大統領選挙の暫定開票結果（開票率１００％）は、以下のと

おり。 

－主要候補の得票率 

（１）ポロシェンコ：  ５４．７０％ 

（２）ティモシェンコ： １２．８１％ 

（３）リャシュコ：     ８．３２％ 

（４）フリツェンコ：    ５．４８％ 

（５）チヒプコ：      ５．２３％ 

（６）ドブキン：      ３．０３％ 

（７）ラビノヴィチ：     ２．２５％ 

（８）ボホモレツィ：    １．９１％ 

（９）シモネンコ：     １．５１％ 

（１０）チャフニボク：   １．１６％ 

（１１）ヤロシュ：     ０．７０％ 等 

－その他の候補の得票率は全て０．５％以下。無効票は１．

３５％。 

・投票率は、全体で５９．４８％。ドネツク州は１５．３７％、ル

ハンスク州は３８．９４％。 

▼国内反応 

・２５日、ポロシェンコ候補は、要旨以下のとおり発言。 

－極めて困難な条件下で投票を行った数千名のクリミア住民、

脅威がある中で投票を行ったドンバス住民に感謝。大統領就

任後の最初の出張の行き先はドンバス、最初の外遊の行き先

はポーランドを検討中。 

－繰り上げ最高会議選挙実施への期待は大きく、同選挙は

２０１４年中に実施されるべき。 

・２５日、ティモシェンコ候補は、大統領選は民主的かつ公

正に行われたとし、欧州的な強い国家の再建に向けて政権

と協力する用意がある旨発言。 

▼国外反応 

・２６日、ＯＳＣＥは、同大統領選挙が高い投票率と、国際基

準に従い実施され、基本的な自由が尊重され、選挙管理プ

ロセスは公正かつ透明に行われた旨プレスリリースを発出。

そのほか、米、ＥＵ及び欧州各国を中心に、公正な選挙の

実施を歓迎する内容の声明を発出。 

・２６日、ナルィシュキン露国家院議長は、ウクライナ国民の

選択を尊重するも、同選挙が完全に自由で民主的であった

とは言えない旨発言。 

 

２．その他内外政 

▼政府・最高会議の動き 

・２５日、外務省は、同日メドヴェージェフ露首相がロシアによ

り一時的に占領されているクリミア自治共和国及びセヴァスト

ーポリ市を訪問したことに関し、抗議声明を発出。 

・２７日、外務省は、同日、ロシア領土から武装集団が違法入

国を行った、同国の国境警備員の怠惰及びロシアがテロリス

トをウクライナへ送り込んでいるとし非難。 

・２９日、ナリヴァイチェンコ国家保安庁（ＳＢＵ）長官は、ジェミ

レフ前クリミア・タタール民族代表機関「メジュリス」代表に、１９

４４年のソ連による同民族強制移住に関する文書を伝達。ジ

ェミレフ前メジュリス代表は、同文書は歴史研究に大きく貢献

する旨発言。 

・３０日、外務省は、シンフェローポリのクリミア自治共和国内

唯一のウクライナ語学校が、ロシア化の圧力を受けているとし

非難の声明を発出。 

▼ポロシェンコ次期大統領発言 

・ポロシェンコ候補の大統領選投票終了後の主な発言は以下

のとおり。 

－近く、反テロ作戦の動的フェーズが再開される旨、及びロ

シアによるクリミア編入は決して認めない旨発言（２５日）。 

－プーチン露大統領が分離主義者に直接影響力を持ってい

ることに全く疑いがない、制裁による圧力が必要である旨、ま

た、ＮＡＴＯの枠外にて、新たな軍事同盟の設立を支持する

旨発言（２８日）。 

▼東部・南部の情勢 

・２４～３０日、断続的に、武装集団がロシア領土からウクライ

ナへ違法入国を試み、ウクライナ側国境警備隊と衝突。外

務省は、同行為に対する非難声明等を発出、ロシアに対し

口上書を送付。また、東部各地で武装集団と治安部隊の衝

突が散発。 

・２７日、ＯＳＣＥ特別監視団の４名がドネツク市で行方不明

に。２９日、ポノマリョフ自称「スロヴヤンスク市長」は、同４名

をスパイとして拘束している旨発表。２８日、さらに１１名の監

視団が行方不明されるも、翌日解放。２９日、シェヴェロドネ

ツク市でさらにＯＳＣＥ特別監視団の４名及び通訳１名が行

方不明に。 
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▼地方選 

・２５日、大統領選挙と同日各地で地方議会選、市長選が実施。

キエフ市長選は、クリチコ・ウダール党党首が選出される見込

み。キエフ市議会選は、ウダール党、急進党、自助党等約９

党が議席獲得の見込み。オデッサ市長選は、トゥルハーノフ

元地域党党員が選出される見込み。 

▼その他 

・２８日、マイダン広報部は、旧政権の犯罪者が裁かれ、国家

制度の変革が行われるまで、マイダンの解散はない旨声明を

発表。 

 

２．経済 

▼マクロ経済 

・２７日、国家統計局は、２０１４年４月の平均月間賃金が対前

年同月比５．７％増の３，４１８フリヴニャ、部門別では航空機

産業で最も高い１０，８４２フリヴニャ、次いで金融部門６，８７

７フリヴニャ、最も低い部門は郵便サービスの１，８７３フリヴ

ニャ、次いで農業部門の２，４６２フリヴニャであった旨発表。 

▼財政・金融 

・２６日、シュラパーク財務相は、２０１４年の終わりまでに、対

外債務の返済のため、約７０億米ドルが必要であるが、これ

を解決するための多くの資金があり、対外債務に関して問

題はないだろう旨発言。 

・同日、シュラパーク財務相は、ウクライナ政府は国内通貨

フリヴニャの価値下落及び外国為替市場における不安定さ

を防ぐことができる、２０１４年の国家予算はフリヴニャの年平

均レートを１０．５フリヴニャ／米ドルと予測して編成されたが、

このレートはまだ変更していない、現在のレートは約１２であ

るが、今後フリヴニャの価値は上がるだろう旨発言。 

・２７日、シュラパーク財務相は、閣僚会議が２０１５年度国家

予算のドラフトの策定を開始した、財務省は２０１４年度国家

予算赤字がナフトガスの負債を除き、ＧＤＰの４．６％以内に

収まるだろうと予測している旨発言。 

▼世銀からの経済支援 

・２６日、シュラパーク財務相は、ウクライナ政府と世銀の間

で、１４億８，０００万米ドルに相当する３つのプロジェクトの

ための融資合意の署名を行った、これにより、ウクライナ側

は署名後まもなくして、５億米ドルに相当する融資を受ける

だろう旨発言。 

・３０日、財務省は、２６日の世銀との合意を受けて、世銀より

発展政策融資の７．５億米ドルを受け取った、この資金はウ

クライナにおける財政及び経済情勢を安定化させ、危機克

服を目指した戦略的及び構造的改革のために用いられるだ

ろう旨発表。 

▼チェルノブイリ関係 

・２７日、グラモトキン国営企業「チェルノブイリ発電所」所長は、

エネルギー・石炭産業省の傘下にある国営企業「エネルゴア

トム」と同発電所が、同省の下で一括して管理されることにより、

原子力関連企業の結びつきが強まるとともに国家の資源節約

及び運営の質の向上につながることから、同発電所が現在の

環境・天然資源省から、エネルギー・石炭産業省の傘下に移

ることを要望する旨発言。 
・２９日、ノバクＥＢＲＤ原子力安全局長は、チェルノブイリ原

発４号機のための新シェルターの完成（２０１７年１１月完成

予定）のためには更に５億ユーロ必要となるだろう、我々は

契約者とこの追加額について合意しており、ドナー国やそ

の政府はそれを認識、今後追加基金を供与するためのプロ

セスを開始する旨発言。 

▼その他 

・２９日、閣僚会議は、国家エネルギー規制委員会に対し、

消費者のカテゴリーに応じ、６月１日からの家庭の電気料金

を１０～３０％値上げすべき旨勧告。 

・３０日、フォーブス（米国経済誌）は、ウクライナのオルガルヒ

の最新リストを公表。同誌によれば、上位１００名の資産合計

額が昨年比で１３０億米ドル減少し、４２０億米ドルとなった、

その理由としては、海外市場における製品価格の低下及び

需要の減少が挙げられるが、主要な要因はウクライナ国内の

政治危機とクリミア及びウクライナ南東部での不安定な状況で

ある、最も大きな企業はこれらの地域に位置しており、ＧＤＰ

の１５．７％を占めている、最も裕福なウクライナ人は例年通り、

アフメートフ氏の１１２億米ドル、ポロシェンコ氏は第６位の１３

億米ドルであった旨解説。 

 

３．防衛 

▼東部国境沿いにおける露軍動向 

・２４日、国防省は、クリミアに駐留するロシア軍のＭｉ-35ヘリ

コプターがヘルソン州に違法侵入したため軍が対空火器を

用いて警告した旨発表。 

・２５日、国境警備庁は、露軍のウクライナ国境沿いからの撤

退が始まったことを確認したものの、依然としていくつかの

部隊が駐屯している旨発表。 

・３０日、ヘーゲル米国防長官は、露軍の大部分がウクライ

ナ国境沿いから撤退しているのが確認されたが、一方で数

千人規模の部隊が残っている旨発言。 

▼テロリストによるドネツク国際空港襲撃 

・２６日、ドネツク空港報道サービスは、早朝に武装集団が現

れ空港からの軍の撤退を要求し空港を包囲したため、一時

的に空港を閉鎖する旨発表。 

・２６日午後、反テロ作戦報道官は、ドネツク空港において空

挺部隊が作戦を実施しテロリストを一掃中である旨発言。ま

た国防省は、ドネツク空港のテロリスト排除のためＭｉｇ－２９

及びＳｕ－２７で威嚇射撃を実施、Ｍｉ－２４ヘリコプターによ

り地上作戦支援、また対空火器を破壊した旨発表。 

・２７日、アヴァコフ内相は、ドネツク空港は完全に治安当局

の管理下にある旨発言。またルクヤンチェンコ・ドネツク市

長は、ドネツク空港における衝突により４０人が死亡（テロリ
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スト３８人、民間人２人）した旨発言。 

▼露の無人偵察機撃墜 

・２８日、国防省は、化学薬品カプセルを搭載した国籍不明

の無人機を撃墜した旨発表。 

・３０日、国家保安庁は、２８日に撃墜した無人機は偵察、監

視及びモニタリング機能を備えた偵察機であり、露のもので

ある旨発表。 

▼その他 

・２６日、国防省は、テロリストがスロヴヤンスク付近の二つの

村を襲撃し反テロ作戦の信用を失墜させる目的で民間人を

攻撃、一方、反テロ作戦に参加している軍はここ２４時間、当

該村での活動を実施していない旨発表。 

・２７日、コーヴァリ国防相代行は、内閣がウクライナ、リトア

ニア、ポーランドの合同軍事部隊をリヴィウに創設する合意

文書への署名を決定した旨発言。 

・２７日、大統領府報道局は、クリミアからウクライナ本土に移

転された軍事資材は１０億ドル以上であり、約４，０００人の軍

人が移動し、現在もこの移転は継続中である旨発表。 

・２９日、国家警備庁は、スロヴヤンスク付近において国家警

備庁のＭｉ－８ヘリコプターが撃墜され１２名が死亡した旨発

表。 

・３０日、コーヴァリ国防相代行は、ウクライナ東部の反テロ

作戦において現在までに２０人の軍人が死亡、軍人のため

に最新型防弾チョッキ２４，０００着を購入、徴兵制により招集

された兵員のウクライナ東部への派遣はない等発言。 

（了） 

 

 


